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新規学卒労働市場の構造に関する実証的研究

第1章 若年労働市場の日本的特性

1.雇 用構:造の特殊 日本的性格

我が国の雇用労働者が生涯にわたって雇用を保障 され,か つ年令を重ねるにつれて半ば自

動的に昇進 ・昇給するとい う図式は,ア ベグレン(J.C.Abbeglen)が 指摘して以来,久 し

く定説とされてきた1)。 そのため,我 が国の雇用構造の特徴を記述す るにあたっては,「 終

身雇用制」「年功制」とい う表現が多用されてきたのである。 しかし殆どの場合,そ の実質

的な意味内容に関しての吟味はなされてこなかったと言ってよい。そのことが,当 初からど

ちらかといえば印象的記述に過 ぎなかっ.た「終身雇用制」「年功制」の語を一層曖 昧なもの

としたことは否定できない。

しかるに,昭 和40年 代に入 り,ア メリカに於ける制度派労働経済学の注目すべき業績が相

次いで紹介 されるようになったこと2)を契機として,そ れまで広 く信 じられてきた 「終身雇

用制」と 「年功制」を柱とする雇用構造の特殊 日本的形態に関する議論の見直しが主張され

るようになった。そういった主張の中心的な論点は,特 殊 日本的雇用構造の本質とされる2

つの慣行が必ずしも我が国固有のものでは な く,む しろ デ リンジャー と ピオレ(P.Do-

eringer,M.Piore)の 示 した 「内部労働市場」等の一般的概念の中に抱接され,従 って,

特殊 日本的ではなく資本主義的労働市場の一般理論の文脈の中で理解すべきである,と い う

ところにある。勿論それに関する異論も提出され,所 謂 「隅谷一舟橋論争」に代表 される,

大規模で生産的な論争もい くつか展開されることになった3)。

また,日 本的雇用慣行をめぐる組織工学的な立場からの見直し論 も,む しろ労働経済学に

於けるそれに先行する形で展開した。例えば萬成博とマーシュ(R.M.Marsh)は,「 日本

の雇用関係の特質は,丈 化的伝統や国民性に由来するとい う=考え方を再検討 しなければなら

ないと思 う。……文化的伝統以外にも終身雇用の制度を支えている構造的 ・機能的要因がは

たらいていると考えるからである」4)と 述べて,ア ベグレンや問宏,津 田真激,中 根千枝ら

の文化的背景論に疑問を投げかけている。

ここでそういった議論に立入ることは本稿の主旨ではなく,細 部にわたる紹介は避けるが,

次の2点 は明らかにしてお く必要があるだろう。即ち第1に,そ れらの議論を通 じて 「日本

的雇用慣行」が相対化 され,文 化的伝統論の栓桔を解かれて定量分析や国際比較分析の対象
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となったこと,第2に,そ のような雇用慣行に関して,そ の具体的意味が 「工業化の進度に

規定 された労働市場のあ り方」(隅 谷三喜男)で あるか,「 独特の外部労働市場要因」(舟橋

尚道)で あるか,ま た 「産業化の諸条件により決定される労働移動のあり方」(萬 成 ・マー

シュ)で あるかは別 としても,と もか く現実の労働市場状況の基本的性格に由来する,と い

うコンセンサスが生 じたことである。

この労働市場状況の基本的性格がどのようなものであるかについてはい くつかの指摘がな

されているが,そ れらの うちでも多 くの論者に取 り上げられ,最 も重要だと=考えられている

のは新規雇用労働市場,特 に若年者のそれの特殊日本的な性格である。例えば舟橋は,わ が

国の労働市場について,「 ……新規学卒依存の 雇用体制が維持 されているとい うことは,日

本的賃金 ・雇用慣行を成立 させる労働市場的基礎がいまだに確固としていることを示 してい

る」5)と述べて,供 給量が大きく学校と直結しているとい う若年労働市場の特性を 独立変数

として示している。また小林謙一,小 池和男らは,前 出隅谷の 理論を背景として,"資 本主

義の独占段階→ 大量生産方式等の新技術の導入 一→ 旧来の総合的熟練の分解 一一〉技能序

列を持ったピラミッ ド型の職務群の形成 一一〉最下層に 設定された職務群の 入口からの若年

者雇用"6)と いう図式を示し,若 年者雇用の特性を従属変数として取 り扱っている。

それを独立変数と見るか従属変数と見るかは置 くとしても,そ ういった市場特性を我が国

労働市場の基本的性格の主要な部分だとするコンセンサスは成立 していると見ることができ

るだろ う。事実,労 働市場を分析する視点を市場の入口,即 ち新規学卒雇用の構造そのもの

にあてた研究論文も,最 近になってい くつか提出されるようになってきている7)。

このような労働市場の構造を背景に持つ我が国の官公庁 ・企業等(以 下,企 業 と総称)の

雇用慣行は,～ 般に 「学卒採用中心主義」8)と呼ばれているが,そ の メルクマールは,新 規

学卒求職者を他の求職者よりも優先的に基幹労働力として採用 し,ま た経営上の必要による

解雇にあたっては高年令層から順にその対象とする,と い うものである。こういった雇用慣

行は,朝 鮮戦争後の日本のような若年蛍働力の慢性的需要過剰の背景の もとでは,必 然的に

「新規学卒者一括採用」9)とい う形態をとらざるを得ない。即ち,「(1撮 終学校の最終学年に

ある者だけに就職志願を許すこと,② 卒業式が行われる春に,新 規採用のほとんどが決定す

ること」10)を特徴とする採用形態である。

本稿 は,こ の 「新卒者一括採用」が雇用慣行の1つ として定着 し,重 要な機能を果たして

いることを前提として,そ の慣行の持つ構造 と機能とを明らかにすることを目的とするもの

である。

2.学 校 と職業 との間

新規学卒者の一括採用の構造及び特にその機能 と存続理由については,こ れまで必ずしも
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十分な検討がなされてきたとは言い難い。確かに新卒者一括採用の実態を描写的に記述 した

ものは散見される。例えば田中博秀は,「国際的に類例のない 新卒採用方式」を 「日本的雇

用慣行の特質 をもっとも端的に裏付け」るものとして取 り上げている11)。しかし,そ の説明

が極めて大雑把で印象記述的であることには眼をつぶるとしても,そ のような採用方式がと

られている要因を企業と被雇用者双方の 日本人としての 「固定観念」 という,い わば検証し

ようのない文化的要素に求めている点は,致 命的ともいえる限界である。新卒者一括採用に

関する記述が多かれ少なかれ持っているこうした限界を払拭するため,本 節ではまずそのよ

うな採用方式がどのようなメリットを伴 うが故に慣行として定着しているのかを明らかにす

る必要があるだろう。

前述のように,我 が国の新規学卒求職者は卒業式の行われる春にその就職先の殆どを決定

する。即ち,3月 末に学校を卒業 し,タ イム ・ラグなしに4月1日 付をもって職場に吸収さ

れるとい うのが学卒者新規雇用の一般的形態なのである。このことは,1982年 の新規中卒求

職者の実に99.7%,ま た新規高卒求職者の99.5%の 者が,同 年4月 末の時点で何らかの職業

についているとい う事実,`換 言すれば,4月 の段階で完全失業状態にある新卒求職者が200

人に1人 にも満たないとい う事実によっても裏付けられる12)。つまり,少 な くとも初職への

就職に関する限 り,現 在の我が国の新規学卒者は殆ど市場での職探 し(jobsearching)を 体

験しないということになる13)。このことは,学 校と職業との間に 「時間的空白」がないとい

うことを意味 している。

時間的空白が欠如 していることは,雇 用する企業の側から見れば,社 会に恒常的に存在す

る摩擦的な社会移動の間隙に学卒者が吸い込まれてしまう前に,計 画的で安定した選考 ・採

用を行 うことができる,と い うメリットになるし,ま た雇用される学卒者の側からすれば,

失業の危機 をひとまず回避し得るとい うメリットになる。双方にこ ういったメリッ トがある

が故に,一 括採用の慣行が存続していると考えられるのである。

しかし新卒者一括採用も,必 ずしも有利な側面のみを持っている訳ではない。そのデメリ

ットの側面にも眼を向ける必要がある。そこでそのデメリットの側面を,主 に教育と労働 と

の価値の遣いに着目して述べてみることにしよう。

改めて言 うまでもなく,若 年労働市場とい うのは具体的な或る空間を持つ ものではなく,

プロセスとしての存在であるに過 ぎない。一方の学校とい う 「教育的場」と,他 方の企業と

い う 「経済的場」との接点の1つ が若年労働市場である。従って若年労働市場は,理 念的な
　 　 の ロ 　 コ 　 　 　 　 　 　 リ サ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ロ

意味で本来互換性に乏しい教育的価値 と経済的価値 との置換の場だと言 うことができる。こ

のことに関して ウィリアムソン(0.E.Williamson)は,「 企業と比較 して,市 場は評定を

おこな うための共通の言語が乏しい」14)と述べている。労働者の新規雇用は雇主にとって,

好 ましくない人材を抱え込むとい う危険を伴 う一種の賭けである。新規学卒者は教育の場で
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与 え られた教育的指標 を各個 に持 って労働市場 に立 ち現 われる。 これを評価 し選抜す る企業

の側では,生 産能力(productivity)と い う経済的指標 で彼 らの持つ 教育的指標 を読み換 え

ようとす る。 その際に コ ミュニケーシ ョンの齪賠 が生 じるこ とにな る。 ウィ リアムソンの指

摘はそのこ とを示唆 してい ると読み取 ることが できる。

経 済的な視点か ら見 ると,そ うい ったコ ミュニケー ションの齪臨 は,労 働者の持つ生産能

力に関す る情報の不足 と認識 され ることになる。 この ような情報の不足 を企業は どの よ うに

克服 してい るのだろ うか。これについ ては,こ れまでに もい くつかの有 力な説明が試み られ

ている。

例えば スク リーニング理 論で 知 られ るスペン ス(M.Spence)は,企 業が雇用予定者の

生産能 力を査定 す る際に,年 令,人 種,性,学 歴 な どの 指標 を 用い るこ とに よって 情報不

足 に よる危険 を回避 してい ると述 べている。 とい うの も,そ れ らの 指標 は企 業に よって統

計 的経験 的に生 産能力に有意 な関連が あるを 認め られてお り,従 って 生 産能 力を 示す標示

(signals)と し て機能 すると:考えられてい るか らであ る15)。

また,サ ロウ(LThurow)は,一 企業 の求 め る 生産能力 は特殊企業 的な もの であ り,

労 働者 に よって雇用 され る以前か ら保有 されてい る訳では ない,そ れらは 職場 内訓練(on-

the-jobtraining)を 通 じて獲得す るもの であ る,従 ってその訓練 費用が 少 な くて済む よ う

な資質 を持 ってい る者,即 ち訓練 しやす さ(trainability)の 水 準の高い 者 を優先的 に採 用

す るこ とで,企 業 は情報 の不 完全性 から くる危険を回避す る,と 説明 してい る16)。

しか し一方 で彼 らが考察 したア メ リヵ社 会にあ って も,新 規参入労働力の半数近 くを占め

る中等教育水準 の労働者 の市場 が,全 体 として必ず しも彼 らの言 うよ うには構造化,組 織化

していない ことを示 した調査研究 も見 られ る。 オ スターマ ン(P.Osterman)の 調 査結果 に

よると,ア メ リカの・・イス クール卒業 もし くはそれ よ り低い学歴水準の若者達 は,半 失業状

態 の うちに経済 的指標 を獲得 す る,と い う形でこの蛆睡 を解決 してい ることが判 る。即 ち,

彼 らの多 くは職探 し(jobsearching)の 過 程で,低 賃金,不 安定雇用 を特徴 とす る第2次 労

働市場 に属 する職種 をい くつ も経 験 し,労 働への適応性 を養い,ま たどの程度 の生産能 力を

持 ってい るかについ ての経済 的指 標を与え られた上で,高 賃金,安 定雇用 を一定程度保障 さ

れ た第1次 労働市場 に属 する職場 を獲 得す るこ とにな る,と い うの であ る17)。

さ て,翻 って 日本 の新規 学卒者 について見 るとど うであ ろ うか。新卒者一括採 用の慣行 に

従 って雇 用される彼 らは,現 在の ところ アメ リカの同世代の若者の ような職探 しを一般 には

行 わない。後段 で見 る ように,学 校卒業 と同時に第1次 労働市場に属す る職種 に就 くのが普

通 である。 とすれば,彼 らの持つ教育的価値 と雇用す る側の経済的価値 との網臨 はどの よう

に して解消 されるのだろ うか。

我が国の労働市場に関す る議論では,新 規学卒者の能力査定,と い う観点 はこれまで論 じ
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られることが少なかったと言ってよい。 というの.も,技 術革新の速度が著しい我が国の産業

的背景のもとでは,熟 練の持つ経済的価値が相対的に低 く,若 年であること自体が新技術へ

の適応性などの点でメリッ トとなり得る構造が存在 したからである18)。従って,新 卒者の生

産能力を指標とした分化とい う視点は少なくともこれまでは表面化 しなかったと言える。

しかしそういつた視点は,我 が国の労働市場論に本来的に欠如 していた訳ではない。戦後

高度経済成長期以前には,大 規模製造業の見習い工制度によって,或 は臨時工,社 外工から

本工への選抜的上向移動の過程を通じて,各 々新卒採用者の分化が行われていたことが,い

くつかの調査によって明らかにされているユ9)。その ような選別形態は基本的にはオスターマ

ンによって報告ざれたような職探しの過程を通 じての選抜を,一 定範囲内で企業内化 したも

のと見る;こともできる。.しかし高度経済成長期を経て今 日まで,若 年労働力の慢性的需要過

剰 という条件のもとで,人 員数の確保が企業経営上の至上命令となってきた。かつての見習

い工制度は,形 骸化 し実効のない 「試用期間」の中に解消 し,臨 時工は大幅に減少 して新卒

者の吸収力を失い,ま た社外工は 「親企業一下請企業」関係の内部に取 り込まれて本工との

繋が りを失ってしまった。こういったことから,現 在企業は,安 定した人員数確保の実現と,

生産能力に関する情報の不足の同時性 とい う,新 卒者一括採用慣行に必然的に伴 うジレンマ

に直面していると考えられるのである。

しかし企業は,若 年労働力の給源(学 校)と の組織的な総合関係を持つことでこのジレン

マを解決している。つまり,企 業規模,業 種,職 種等を指標 とする企業等の・・イアラーキー

に1つ ひとつの学校を対応させ,固 定的組織的な求人一求職関係を形成 しているのである。

以下次章でそ ういった企業による若年労働市場の組織化についての検討 をすすめることにし

よう。

第2章 労働市場の組織化

1.労 働市場の分節構造

我が国の労働市場が組織化された構造を持っているとい う議論は,そ れほど新奇なもので

はない。むしろ我が国にあっては,完 全雇用状態のもとで自由競争が保証された労働市場 と

い う新古典派的認識が受け入れられていなかったため,過 去20数 年来,前 近代的な意味あい

ではあれ,組 織化され構造化 された労働市場が日本的労働市場モデルとして一般化されてき

たのである。・

しかし,・我が国の蛍働市場分析がその黎明期から組織化モデルへの視点を持っていたと考

えるのは誤 りである。当初は大河内一男の 「出稼型」論に見られるように,分 析の関心が市

場 そのものではなく,労 働力の給源(そ の最大のものとして大河内は農村共同体に着目した
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のだが)に 向けられていたため,労 働市場自体の重層構造が看過されたのである。給源に注

目し,そ の特嫌 日本的な前近代性を重視する余 り,既 に高度に近代化した産業部門をも含め

た労働市場全体を,前 近代性 という概念で統一的に把えようとしたところにその限界があっ

たと言えよう。

ところが,1950年 代に入 り,そ うい った問題関心から出発しながらも,現 実の労働市場の

実態把握を通じて労働市場の多重構造とい うモデルに到達した実証研究が相次いで発表され

た。その うち,そ の後の労働市場分析への影響力からいって最も重要と思われるのは,氏 原

正治郎の 「二重労働市場論」である。氏原 らは,戦 後も日本の労働市場は前近代性を持った

共同体的な労働力の給源によって特徴付けられる,と いう仮説を持って,京 浜工業地帯等の

労働市場分析に着手した。しか し,そ の結果として,日 本の労働市場の特殊性は労働力の給

源にあるのではな く,安 定した大工場労働市場 と不安定な中小工場労働市場とが相対的に独

立 して存在する構造,即 ち労働市場の二重構造という点にある,と い う結論を 導き出すに

至った20)。この調査の分析過程で氏原らは,給 源から需要する側の方へ,農 村から企業(工

場)の 方へと視点をシフ トしたのであるが,そ れが非常に重要な意味を持つことは,特 に次

にあげる制度派経済学者たちとの関連に於いて指摘 してお く必要があるだろ う。理解を助け

るため,氏 原は自らの結論を簡潔に図式化 しているのでそれを示 しておこう(図1)。

企

ま工 場労働市場

企 黛

中小エ場労働市場

都市および農村の潜在的過剰人ロ

(注)(1)円 わくの太さは,そ れぞれの労働市場の封鎖
性の程度を示す.
(2)矢 印は,労 働移動の方向を示し,そ の太さは,
流動澹を示す.

図1氏 原による労働市場モデル

出所;氏 原正治郎 「日本労働問題研究」東大出版会1966年,424頁 。

しか しその後 の 日本の労働市場 の変 化は,大 工場 と中小工場 とい った単純 な二元論 では対

応 しきれない ような様 々な要 素を生み出 した。残念 なこ とに,我 が国の労働市場分析 は,そ

の後,工 場労働 市場 の分析,特 に本工 と社 外主 ・臨時工聞題や,下 請 け ・孫請 け問題 といっ

た問題性 のある テーマに集中 し,二 重労働市場論 を十分 に広 く発展 させて きた とは言 い難 い。

む しろその後労働市場 の組織 化,構 造 化に関す る議論 を活発 に展開 したの は,ア メリヵを中
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心として活躍 した制度派経済学者たちであった。

彼ら制度派経済学者たちの方法論は,氏 原らの道程とはまるで逆のペクトルを持っている

と言えよう。彼 らは,1950年 代アメリカ労働経済学の主流であった新古典派経済学が,労 働

力の給源の特性 までも需要の側の価値(経 済的効用,コ ス ト,リ スクなど)で すべて理解し

ようとするのに対 し,制 度的(institutional)で 経済外的な労働市場への 参入障壁の存在を

認めることによって,労 働市場が決して経済的価値だけで成 り立つ一元的な存在ではなく,

分節構造(segmentation)を 持っていることを説明しようと試みたのである。 つまり,日

本の労働市場分析が,特 殊性から一般性へ,と シフトしてきたのに対し,ア メリカでは一般

から特殊へのシフトが見 られたのである。このことは,一 見同じような類型論に見える現在

の双方の労働市場観に,1つ の重大な差異を残したと言えるだろう。例えば制度派経済学の

延長上に自らを位置付けているカーノイ(M.Carnoy)は,現 代 アメリカを基準に次のよ

うな4つ の労働市場分節を示している21)。

① 「高等教育」分節……高収入と雇用の安定を伴 う。個人によって獲得の機会に差のある

学歴による競争が参入障壁。(経営管理,科 学技術など専門的職種)

② 「労働組合」分節……内部階層構造(innerhierarchy)を 伴い,全 般に非競争的。 伝

統的組織としての労働組合(union)と それが保障する先任権(seniority)の 存在が参

入障壁。(大規模資本集約的産業,中 核的運輸業などのルーティン化 した職種)

③ 「競争的」分節……最も低い賃金,不 安定な雇用,劣 悪な労働条件を伴 う。参入を制御

する機構の欠如。(サ ービス,販 売など)

④ 「職人」分節……比較的高収入で自律的。 職人組合(craftunion)の 存在と 特殊な伝

統的技能の必要性が参入障壁。

このモデルを先述の氏原及び二重構造論の延長上にある彼の賛同者たちのモデルと比較 し

て見て,日 米の伝統的制度的差異はひとまず置 くとしても,最 も大きな違いは何かと言えば,
の 　 　 　 ロ 　 　 ロ コ コ

それは カー ノィの モデルが専 ら職 務(job)の 分 析 によって 職業その もの を類型化 してい る
　 　 　 　 　 　 　 　 　 コ 　 　 　 　 コ 　 　 　 　

のに対 し,氏 原らは産業と蛍働力の給源 との結びつきを類型化していることであろう。これ

は研究対象の持つ属性の相逮のみならず,前 述した理論の発生過程でのペクトルの向きの差

によるところが大きいと考えられる。

さてこのような大別2つ の先行モデルをもとに,我 々はいかなる市場モデルを以って議論

を進めるべきであろうか。本論稿の目的である,労 働市場の組織化の実態把握という観点に

立てば,そ のモデルは次のような条件を備えている必要があろ う。第1に,新 卒労働力の需

要と供給の組織化を探 るのであるから,あ くまでも企業と給源 との結合形態 を示すモデルで

なければならない。この点で氏原モデルの理念を踏襲すべ きである。第2に,し かし分節化

した労働市場に教育が対応することを示すのだから,分 節を類別する際の指標 として学歴 を
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用いることはできない。この点で,職 務を分析することによって分節を説明する制度派モデ

ルの手法に習 うべきである。

このような考えに立 って我が国の労働市場分析を行なう場合,有 力な示唆を与えて くれる

のが神代和欣の市場模型である(図2)。

第一音匡労働市場

(高度に内部化された労働市場)
(寡占的大企業)

基幹採用

三部労働市場

(職業別労働命場)

第二部労働市場

(自由な労働市場)

中途採用 臨時工、季節工
ノ

免許 ・資格 ・職業
ム

各種自営業

職人

社 外 工 、 パ ー△・トタ イマ ー
　 の 　 　 　 ロ ふ.一「農7商
・工の自営業・家族従業者

家内労働

その他の縁辺労働力

＼

図2神 代による労働市場モデル

出所;神 代和欣 「職業別労働市場分析の一視角」中村 ・西川編著 「現代労動市場分析」

総合労働研究所,1980年86頁 。

神代のモデ・レは,給 源の属性を一切考慮ぜず,職 務のみを指標として市場を類別 している

点で制度派的であると言え,そ の意味では有効であろ う。しかしその分節化の基準には大き

な疑問が残る。彼は,基 幹雇用にかかる部分を,東 証一 ・二部上場会社被雇用者,公 務員,

三公社職員の3グ ループに限定し,そ の総数を400万 ～900万 人と見徹している22)。しかし,

この限定はあまりに狭すぎる。安定 した中堅企業の基幹雇用者が第二部労働市場の中に混入

してしまうことを防げないからである。また彼が職種に言及していない点 も問題であろう。

というのも,同 一の大企業の内部でも,職 種によって 雇用の安定した 「良好な雇用機会」23)

と,そ うでない部分とに分離していることが多いからである。例えば1981年 に行なわれた雇

用職業総合研究所の調査によると24),企 業間移動の頻度の高い,つ まり移動性の高い職種群

と,企 業内移動(含 昇進)は 頻繁だが企業間では移動しない,つ まり安定 した職種群とは,

はっきり分別しうることが示されている(図3)。

以上の検討から,本 稿では日本の労働市場の仮説的モデルをひとまず次のように設定する

ことにしよう。

①第1分 節 「職能別労働市場」

○特殊な技能 ・知識の必要性が参入障壁
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図3現 職業別の企業間移動回数と企業内移動回数:

出所;今 田幸子 「日本人の職業経歴」「雇用と職業」44号

雇用職業総合研究所1983年,9頁 。
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②第2分 節 「基幹雇用市場(専 門 ・技術 ・事務)」

o一 定の一般的判断力または専門的技能の必要性が参入障壁

○非常に安定した雇用,内 部昇進

③第3分 節 「基幹雇用市場(技 能 ・ず一ビス)」

o現 有する技能ではなく,訓 練しやすさ(trainab量1ity)の 必要性が参入障壁

○やや安定した雇用,若 干の内部昇進

④第4分 節 「自由労働市場」

○参入障壁は殆どないか,あ っても地縁的,血 縁的なもの

○不安定な雇用,競 争的低賃金

2.労 働力需給の組織化

これまで見てきたように,前 項で類別 された各分節は,そ れぞれす ぐれて経済的な基準に

より分けられたものであ り,決 して参入して来る新規就業者の教育上の指標を基準として分

けられたものではない。それにも拘らず,こ れらの分節は,か な りの程度各々の分節に吸収

される労働者の学歴水準と対応 している。

まず第1,第4分 節に関しては,特 に高度経済成長期以来の若年労働力不足とい う背景の

もとで,中 卒者以外の新卒者はほんの僅かしか吸収 されないと言ってよい。とい うのも,第

1分 節に関しては,高 卒以上の教育歴の持ち主は技能の伝達に支障を生じることが多く,雇
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用する側から敬遠 されるし,第4分 節に関しては,劣 悪な雇用条件を高卒以上の求職者が拒

否するからである。第1分 節についての統計的な裏付けは極めて困難であ り,従 って印象的

な記述とならざるを得ないが,第4分 節に関しては,傍 証ながら次のような数字をあげるこ

とができる。

表1学 歴別新規学卒者の入職先(昭 和57年)(%)

中 卒

N=42,849

高 卒
N二518,745

大 卒
N二293,344

従業員規模(人)

～29

34.2

2021

*

～299

40.4

35.4

～999

17.7

19.9

1,000

7.7

32.5

業 種

農 ・林 ・

水 ・鉱

0.2

0.3

0.7

建設

8.0

4.1

6.3

製造
(軽)

32。9

9.5

4.9

製造
(重化)

31.6

29.2

22.6

卸・小
売

9.8

27.6

16.3

金融・
保険

0.2

8.9

9.6

運輸 。通
信 ・電 ・
ガ ・水

2.0

5.9

2,9

サ ー ビ
ス

16.2

13。8

25.9

公務

0.1

0.7

9.9

*大 卒 は規模別に集計されていない。

資料出所:労 働省職業安定局 「新規学卒者の労働市場」昭和58年 版。

従業員規模29人 以下の企業,し かも軽工業の場合には,若 年労働力に対する参入障壁は殆

どなく,そ の限 りで自由労働市場の一面 を代表する要素と:考えることができるが,そ ういっ

たところへ雇用されてい く老が新規中卒者の場合非常に多いことが見てとれる。さらに新卒

者を殆ど吸収 しないパー ト・日雇労働市場を考え合わせれば,第4分 節は新規中卒者,主 婦,

中途離職者,そ の他の 自由労働者などからなる給源に対応していることが推察し得る。

そのような第1,第4分 節に比べ,第2,第3分 節は新規高卒,大 卒等以外には極めて閉

鎖的な労働市場であると言える。現在,中 規模以上の企業の基幹雇用は,原 則として新卒者

以外を排除しているからである。それでは第2,第3分 節の間ではその境界が明確に存在す

るのだろ うか。表2は それについて見たものであるが,新 規高卒者,大 卒者の間でかな り裁

然 とした分離が見て取れる。特に専門技術職 と技能職の対比に於いて著しい25)。

極めて概略的にではあるが,こ れまで見てきたように,日 本の労働市場に見 られる4つ の

分節について,第1,第4分 節が非新卒群 と中卒群に,第2分 節が大卒群に,そ して第3分

節が高卒群にそれぞれ労働力の給源を求めていることが推察された。そこには,一 定の対応

関係を持った労働力需給の結合が見出・される。このことを図上に概念化するならば,図4の

ようになるだろう。

このような対応関係は,し か し,単 に結果 として,つ まり無意図的に成立しているもので

はない。むしろ企業の人材選好の結果 として,つ まり企業の意図するところに従って形成 さ

れているのである。例えば現代の日本の大企業では,学 歴別に採用計画を立てるところが90

%以 上にのぼる,と い う調査結果 も出ている26)。また,職 業研究所の1981年 の調査でも,学
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表2雇 用先職種の高卒大卒比較(昭 和57年) (%)

専 門 ・技術 ・管理

事 務

販 売

農 ・林 ・漁 ・採石

運 輸 ・ 通 信

技 能

保 安 ・サービス

そ の 他

計

高 卒 大 卒(4年 制)

男 子
N-286,687

3.1

10.4

15.9

3.0

5.3

49。7

11.1

1.5

100.0

女 子
N冠326,580

3.6

54.0

17.8

0.3

0.6

13.4

9.7

0.6

100.0

男 子
N=229,315

37.6

32.9

25,1

0.3

0.3

0.5

2.5

0.8

100.0

女 子
N=64,029

53.0

38.7

5.8

0.0

0.2

0。1

1.6

0.6

100.0

資料出所:文 部省 「学校基本調査」昭和58年 版(高 等教育)及 び昭和57年 版(中 等教育)

学 校
体系外
給 源

大卒者
給 源

高卒老
給 源

→ 第1分 節

職能別労倭補場
～

犠

ゐ
ヂ

第2分 節

基幹雇,働

〔⇒

↑
→ 第3分 節

基幹雇用(技能)

/l
第4分 節

自由労働市場

{○ 特 殊な技能 ・知識 ・資質 を要す る。O一般 に高収入(特殊 な技能へのプレミァム)

基幹雇,優{灘 罐 旛 締 糞塞格を要する.

{8難 沓舗 落 鞘 繊 蓬ルーティンワーク)

O原 則 として新卒者は吸収 されず,第3分 節

{
の中途離職者 が給源
○不安定な雇用,競 争的低賃金

図4日 本の労働市場の仮説的モデル(矢 印は労働力の流れ)

出所;拙 稿 「若年労働市場の組織化と学校」「教育社会学研究」第38集

東洋館出版社1983,140頁 。

歴による区分採用が一般に広 く行われていることが示 されている27)。

このように,雇 用する側では多様な労働力需要に応 じて労働力の給源を,主 として学歴に

よって分割 し組織化している。そうすることによって,1人 ひとりの生産能力の確認に伴 う

コス トとリスクを一定程度回避 し得ると考えられるのである。

ところで前出のカーノイをはじめ,労 働市場の分節構造を主張する他の論者も,分 断され

た個々の分節の内部構造については何 も論 じていない。つまり,ほ ぼ同程度の魅力を持つ職

種(job)の グループに,ほ ぼ同一水準の求職者のグループを対置した場合,そ れらの職種



258

の各々にどのような形で各求職者が配分されるのかが殆ど明 らかにされていないのである。

確かに図4の 中の第1分 節や第4分 節では,何 らかの形式で競争的に生産能力が査定され,

その得点順に逐次採用されてい くことになるだろう。 しか し第2,第3分 節ではどうであろ

うか。 しかもこの分節こそ高卒就職者の90%強,大 卒就職者の60%弱 が参入する中核的な市

場であり,そ の内部構造の解明を抜きにしては,若 年労働市場の全体像を明らかにすること

ができないと言っても過言ではない。結論を先取 りして言ってしまえば,本 章ではこれまで

学歴と生産能力の対応関係を極めて大まかに規定する労働市場の組織構造の存在形態をつぶ

さに見てきたのだが,さ らにそれに加えて,分 節内部に,よ り細分化された労働力確保と選

別のための組織構造が存在することも見る必要がある,と い うことである。

別のところで筆者は,労 働市場の外枠を設定する大まかな分節構造を,第1の 外的組織化

と呼び,分 節内部の労働力選別,配 分構造を,第2の 内的組織化 と呼んだ28)。本稿でもこの

二重の組織化の概念を採用し,次 章に於いてその第2の 内的組織についての考察を,実 際の

調査結果に基づいて行 うことにしよう。

第3章 「実績 関係」 とその実態.求 人票分析の結果をめ ぐって

1.調 査の目的と概要

前章でも見たように,労 働市場の組織化のうち,第1の 外的組織化については,そ の構成

要素である各分節の特性を把握することが比較的容易であった。とい うの も,外 的組織化は,

基本的には教育年数とい う一元的指標で抽象化 された求職者ハイアラーキーと求人企業のハ

イアラーキーとの全般的な対応関係であり,市 場構造のアク トラインとして有効である程度

の厳密さしか要求されないからである。 しかし,第2の 内的組織化については,現 在まで殆

ど問題 とされることすらなかったと言ってよいだろ う。唯一とも言える例外は,新 規大卒者

の採用に際しての指定校制度であるが,指 定校 とされるほんのひと握 りの大学の卒業生を除

く他の大卒者,及 び高卒,中 卒者の労働市場の内的組織化には,一 貫して光があてられてこ

なかったのである。

しかし,我 が国の企業がこれまで新規雇用労働力の量の確保と質の維持とい う,基 本的に

矛盾する課題に一応対応してこれたのは,労 働力給源を一元的に組織化するのみならず,同

一分節の内部にまで組織化を進めたことによるところが大きかったと思われる。その点を踏

まえれば,学 校と企業との結びつき,特 に 「実績関係」 と呼ばれる慣例的な結合形態の現状

とその社会経済的意義を知ることには非常に大きな意味があると言わねばならない。

そこで筆者らは,こ の実態のよく知られていない学校 と企業 との結合構造とその機能を探

るため,1982年 から83年 にかけて関東地区のA県 をフィール ドとした調査を行なった29)。調
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i査テーマは,新 規学卒求職者の選抜と配分の構造を明らかにすることであるが,内 的組織化

の実態をより鮮明にするため,新 規高卒者に対象を絞 った。調査は,① 高校の進路指導に関

する学校関係者へのインタヴュー調査(学 校調査)② 企業の高卒者採用と配置及び処遇に関

する企業人事担当者へのインタヴュー調査(企 業調査)③ 企業の求人活動に関する公共職業

安定所資料の分析(職 安調査)の3部 より成 り立っているが,学 校調査及び企業調査につい

ては別の機会に譲 ることとし,本 稿では主として職安調査の結果をもとに議論を進めていこ

うと考える。今回用いる職安資料は求人票が中心であるので,以 下職安資料による分析は,

求人票分析と呼称することにする。

さて,求 人票分析の概要は次のとおりである。

分析対象……A県 県庁所在地B市 及びその周辺部を所轄するB公 共職業安定所に1982年4

月より83年3月 までに届け出のあった高卒者求人票のうち,特 殊な求人30)を除いた1,045

票(う ち男子求人570票,女 子求人475票)の 記載事項。

A県 及びB市 の地域特性……資料によると31)A県 は第1次,第2次 産業の活動:水準が全国

6位,消 費活動水準が34位 と,生 産県の様相を呈 しているが,B市 域内に限れば,む しろ

伝統的に金融と商業の中心と言える。つまりB市 は,周 辺部に大規模な工業地域を持つ第

3次 産業都市と考えてよいだろう。また,都 心部から2時 間の通勤圏の縁辺にあ り,首 都

圏にベッ ドタクンとして取 り込まれるまでには至っていない。なおB市 はほぼ県央に位置

している。

(分析は,大 阪大学大型計算機センターACOS1000に より,SPSS統 計パッケージを用

いて実施 した。)

2.高 卒者の職業決定の一般的形態

高卒就職予定者への進路指導は,や やもすると大学進学指導の陰に隠れてマイナーな地位

しか与えられていないと一般には思われがちである。しかし毎年 コンスタントに一定数の就

職者を供給しているような高校では,む しろ進学校に於ける進学指導 よりもはるかに力を入

れてそれを行なっているのである。特に工業高校,商 業高校にあっては,進 路指導主任の校

内での評価 も高 く,指 導体制も極めて体系化されていると言 うことができる。図2は ある県

立工業高校の就職指導手続き図式を一般化 して示したものである。手順に関する若干の差異

と,実 施段階での生徒への徹底の度合の遣いこそあれ,ほ ぼどの就職校でもこのような手続

きがとられていると考 えてよいだろ う。

この図に於いて我々は次の点に特に注目すべきであろう。それは,職 業決定過程の出発点

が,生 徒の求職活動ではな く企業の求人活動に置かれているという点である。このことは極
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担
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めて重要な意味を持っている。とい うの も,こ のような指導体制が成立していることによっ

て,高 卒者の求職の範囲が彼らの実際の活動を前に,既 に企業の求人活動によってかなり厳

密に規定される可能性が強 くなるからである。A県 の場合,男 子高卒就職者では93.3%,女

子では実に94.2%が 学校を通じて就職先を決定 している32)。それを考えあわぜれば,彼 らが

自分の望む企業に(希 望の職種で)採 用されるためには,ま ず何よりも彼らの高校にその企

業からの(希 望の職種への)求 人票が配布 されていることが必須の条件となっていることが

判るのである。

このように新規高卒者の選職活動の実質的出発点となっている求人票であるが,そ の配布
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一 受入状況は各学校で決して一様ではない。先に紹介 した学校調査によると,ほ ぼ同一地

域内の対象7高 校の うち,就 職希望者1人 あた り求人企業数の最 も多いところで約4.8社/人

(県立商業高校),最 も少ないところで約1.2社/人(同)と,さ しあたり表面的な数字だけ

をとってみても,学 校間に大きな差異が認められたのである。

ところでこのように既に職業決定過程の出発点に於いて見られる一定の高校間格差の背後

に,も し企業の側の高校選好の意図があるとするならば,つ まり何らかの意味で企業が高校

のえり好みをしているとするならば,そ ういった求人票の選択的配布は,就 職希望者にとっ

ての予備的選抜 として,ま た企業にとっての労働力給源の組織化の最 も簡便な手段 として機

能することになると考えられる。

企業の,求 人票配布をめぐるそういった学校選好行動の背景に,企 業 と学校の双:方に共通

する 「実績主義」 とい う考え方があることは前に幾度か触れておいた33)。煩をいとわず改め

て,実 績主義の定義を示すならばそれは次のようなものである。即ち,企 業の側から見ると,

毎年コンスタン トに企業の求める資質の者を過不足な く応募させて くるような高校からの推

薦を確実性の高い情報として最重視することであり,高 校の側から見 ると,多 少の景気の変

動があっても毎年必ず一定枠内での求人をしてきて,ま た高校が推薦した応募者を殆ど落と

すことのない企業に優先的に希望の資質の新卒者を振 り向けることである。

しかし企業の学校選妊やそれへの学校の対応の背後にあるものを,実 績主義 とい う言葉に

置き換えてみたところで,そ れだけでは選別行為の内容を明 らかにしたことにならないのは

言 うまでもない。そこで次に,企 業と学校との結びつきの組織化(内 的組織化)の 現象形態

であり,ま た基本単位でもあるキイ概念としての実績関係について,そ の実態と背景にある

労働力配分の意図とを明らかにしていこう。

3.企 業による高校選好の傾向

企業が営利活動の一環として新卒者を求人するのに対 し,学 校側には(公 立校であれば特

に)教 育的配慮以外に求職者を援助する動機が存在 しないのが普通である。従って実績関係

の成立も破棄も専ら企業側の事情 と戦略的意図に強 く影響されている。このことは,前 節で

示した就職指導の手続きを見ても明らかなことである。つまり,求 人票を選択的に配布する

ことによって,選 抜の主体たる企業は求人の出発点の段階ですでに最 も厳 しい選考を行って

いると考えられるのである。

勿論,企 業が採用する人材の 出身学校を 選別することは,1つ ひとつの職務(job)が 多

かれ少なかれ独立した抜能の特殊性を要求し,・その特殊技能が主として学校教育の中で習得

させられる,と い う新古典派的認識に立てば至極当然のことのように思われる。事実,今 回
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の企業調査でも一部の技術職(情 報処理,マ イクロ=エ レクトロニクス等)に あっては,学

校に対して実戦的直接的な技能の伝達が期待 されていた。 しかしその他の大部分の企業では,

新規学卒者に対してさしあた り即戦力となるような技能を身につけていることは期待してい

なかったのである。従って,企 業が一部の職種に限らず全般的に高校選好をしているなら,

そこには前述の新古典派的認識では把えられない意図が存在すると見られるのである。

そこでその意図を明らかにするために,求 人票配布状況の分析を行なったのであるが,そ

の結果の検討に入る前に,分 析の対象となった求人票について簡単に触れてお くことにしよ

う。262,263頁 にあるのがそれを縮小転載 したものである。

今回分析の対象としたのは,図3中 にふった記号A～Hの8項 目に記載された清報である。

その各 々は次にあげるような内容を持っている。

A:資 本金規模

B:基 本初任給(昭 和57年 度実績)

C:求 人票配布予定高校名及びそれぞれの高校への推薦依頼人数(高 校名まで記入 しない

企業 もあ り,今 回の調査では,全1,045票 中289票 分が欠損値となった)

D:求 人総数(推 薦人数より若干少なめなのが普通)

E:職 安窓口での受付年月日

F:性 別

G:業 種(日 本標準産業分類による)

H:職 種(日 本標準職業分類による)

求人する各事業所は,所 在地の所轄公共職業安定所に求人票を提出,そ こで認印を受けた

後,Cに 記載された各高校にこの写 しを配布する。従って今回の資料にはB職 安の管轄外の

事業所は全 く含まれていないことに注意する必要がある。

さて,各 企業はその所在地域,高 校との歴史的関係,或 は卒業生や進路指導教官との個人

的関係など,そ れぞれ個別の事由によって求人高校を決定することがあることは十分に=考え

られる。しか し全体として見た場合,そ ういった特殊事情の背後にもっと大きな学校選好の

傾向が見られるであろうことも,ま た十分に考えられるのである。そこで我々は,前 に見た

求人票C欄 の求人先高校の情報を中心に,企 業による高校選好に何らかの傾向性が見出せる

ものと考え,そ の隠 された因子の抽出を試みた。即ち,A県 内の全77校(養 護等を除 く)の

それぞれに対 し各企業が 「求人 しない」か,「単数求人する」か,「複数求人する」かを3段

階に分けて数値化 し,男 子63校,女 子68校 について各々因子分析をほどこしたのである。そ

の結果,男 女それぞれに有意な6因 子が見出された34)。それを示 したのが表3及 び後出表6

である。以下因子分析の結果に沿って男女別に詳細な検討を試みることにしよう。
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表3析 出された因子*の 特徴(男 子)

第・因子 第・因子1第 ・肝 第・因子 第・因子1第 ・因子

因子の固有値 21.3 4.5 2.8 2.5 2.2 1.9

肝 の寄与剰56・3 11.9 7.5 6.6 5.8 5.1

因子を特徴付

ける高校群

(因子負荷量

0.5以 上)

因子の性格

A1。88

A2.86

A3.85

A4。84

A5.71

A6.70

A7.69

A8.62

A9.62

A10.60

A11,57

A12.54

A13.53

A14。52

・新設校

・普通科及

び商業科

・遠隔地域

に立地

B1.83

B2。79

B3.71

B4.70

B5。65

B6.63

B7.57

B8.53

B9.53

・旧中等,

実業学校

・普通科

(B3,B4
B6は 職業科

併設)

C1.82

C2.80

C3.79

C4.78

C5.66

C6.60

・県立工業

高校全校

D1.57

D2.53

D3.53

D4。52

D5.51

D6.51

ただし

D1罵A8

D2嵩Bg

D4=A9

D5寵A11

・県北地域

に立地

・普通科の

み

E1.66

E2.58

E3.55

E4.51

E5.50

・農業高校

F1.77

F2.73

F3.65

F4.61

ゴF5
.53

F6.50

・B市 近隣

地域内に

立地

*バ リマックス法による。

〈男子の求人について〉

まず男子の表について析出された因子の特性を見てみよう。第1因 子はこの因子を特徴付

ける高校14校 から成 っているが,固 有値,寄 与率ともに非常に高い。このことはそれらの高

校へ求人を出す企業と出さない企業とがかなりはっきりと分かれていることを意味している。

その求人先高校の共通点を抽出すると,次 の点で他の5因 子の場合 と比べ特徴的であった。

即ち,① 昭和50年 前後創立の新設校であること(例 外A4,A6～A8,A11～A14),②

商業 もしくは商業併設校(A4～A8,A12～A14)或 は普通科就職校(そ れ以外)で ある

こと,③B職 安所轄地域から遠隔地にあること,の3点 である35)。

次に第2因 子は,B1～B9の9高 校によって特徴付けられる。これらの高校は,第1因

子と対照的にB8の 昭和38年,B7の 同25年 を除いて他は全て明治 ・大正創立の旧制中学 ・

実業学校を前身とする普通科高校である。地域は第1因 子ほど適隔地ではないが,B職 安管

轄外である。前2者 に対し,第3因 子の特徴は極めて鮮明である。第3因 子を特徴付ける6

高校は,A県 下の全工業高校である。第4因 子を特徴付けている学校群の共通性は,全 体を

通して最も不明瞭である。その学校群の6校 は,全 て県北の遠隔地域に集中している普通科 、
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高校であ り,そ の地域性が重要な意味を持っていると思われる。この因子は第1因 子との関

連が見られる。

最後の2因 子は非常にはっきりとした特徴を示している。まず第5因 子は,A県 下の5農

業高校に代表 される。実はそれ以外にも農業校が2校 あるのだが,不 思議なことにそれらの

因子負荷量は高 くない。恐 らくその2校 が 「農業」を校名に入れていないせいではないかと

思われるが,そ の理由は必ずしも明確でない。最後に第6因 子を特徴付けるのは,全 てB職

安管内の高校5校 である。学科にかかわらず因子負荷量が高いところを見ると,地 域要因が

殆ど唯一の共通要素であることが推察し得る。

さて,こ のように析出された因子 と企業の諸属性との関係はどうであろうか。それを調べ

ることにより,各 々の因子を構成 しているような学校群が,ど のような属性を持つ企業 と結

合しているのか,そ の組織化の隠 された傾向を知 ることができるのではないだろうか。そこ

で,資 本金の規模,求 人企業の業種,求 人する職種ごとに各々の因子得点を計算 し比較する

作業を行なった。また,各 因子を代表する学校群ごとに,そ の学校に配布された求人票記載

表4資 本金規模 ・業種 ・職種別因子得点(男 子)

1第 ・肝 第・肝 陣 ・因子 第4因 子 第5因 子 第6因 子

　

資
本
金
規
模

円(

業

種

職

種

1,000～2,000万

～4
,000万

～5
,000万

～1億

～10億

10億 ～

建 設

製 造(軽)

製造(重 化)

小 売

金融 ・保験

運輸 ・通信

サ ー ビ ス

術

務

売

能

スビ【

技

事

販

技

サ

因子を特徴付ける
高校群の平均初任
給(円)

求人票提出期目の
順位

一 .05

.09

一
.04

.01

。28

一
.34

一
.11

一 .18

一 .21

.33

一 .07

.00

一
,08

一
.11

一 .01

.07

一 .03

.17

92,833

2

一 .02

.11

一
.06

一
.10

.02

.74

一 .10

一 .11

.19

.01

、15

.05

.02

一 .11

.Ol

。00

.07

一 .20

94,921

4

一
.08

.00

一 .16

.13

.22

.91

.00

一 .09

.46

.03

一 .36

.14

一 .14

「0

8

ご
U

り
0

3

0

ー

ワ
臼

2

0

一

一

97,035

5

.06

.07

.21

.02

一 ,03

,04

一 .14

一 .05

一
.09

.18

.02

一 .15

一 .01

一 .16

.01

,06

一 .08

.71

94,856

3

.17

.04

一
.27

.29

一 .10

一 .42

.05

.28

一 .06

.00

一
。26

一
.36

.13

.06

一 .20

一 .12

.14

.02

96,322

1

.36

.03

一
。27

.21

一 .06

一 .18

一 。20

.27

一 。06

.14

一
。01

一
.43

一 .25

一 .23

.01

.07

.03

.10

95,772

6
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の初任給の平均値を計算 し,求 人票提出期日の平均も算出した。その結果を示したのが表4

である。

まず求人職種の別に見てみよう。第1因 子の得点の高いのはサービス職,逆 に低いのは技

術職であるが,そ の差は統計的に有意なほど明確ではない。第2因 子に関しても有意な差は

ない。第3因 子からははっきりとした差が見られる。第3因 子は技能職,第4因 子はサービ

ス職,第5因 子は技能職のそれぞれ因子得点が高い。最後の第6因 子は,技 術職 を除き全体

に得点が分散 しているのが特徴である。

次に求人企業の業種別に因子得点を見てみることにしよう。第1因 子に関して因子得点の

高いのは小売業,逆 に低いのは重化学工業であった。対象的に第2因 子は重化学工業 と金融

・保険業が高いが,有 意な差はない。第3因 子では圧倒的に重化学工業である。第4因 子は

第1因 子と同様に小売業が,第5因 子は軽工業 とその他(ほ とんど農 ・林 ・水 ・鉱業)が,

第6因 子では軽工業と小売業がそれぞれ高得点であった。

資本規模については,第2,第3因 子で大規模企業の得点が高 く,第5,第6因 子で小規

模企業の得点が高いことが非常に目立った特徴と言えよう。

各因子を代表する高校群の平均初任給では最 も高額だったのが工業系の第3因 子校,最:も

低額だったのが新設普通 ・商業系の第1因 子校であった。また,求 人票提出の期日を見ると,

第1,第5因 子校で最:も早 く,近 隣校,工 業系,第2因 子の伝統校などが比較的遅かった。

以上の検討の結果を,学 校群と労働市場との結合関係の組織化 とい う観点からより簡潔に理

解し得るよう単表にまとめたのが表5で ある。

この表から,求 人段階での高校 と職業との対応関係について,男 子に関しては次のような

表5各 高校群と対応する求人企業群の特性比較(男 子)

第1因 子

第2因 子

第3因 子

第4因 子

第5因 子

第6因 子

高校群の特性

普通科 ・商業科非伝統校

普通科 伝統校
(ただし非進学校)

工業高校

普通科 遠隔校
(第1因子と相関高い)

農業高校

近隣校

対応する求人企業群の特性

規 模 業 種 職 種

中～大企業

大 企 業*

大 企 業*

小～中企業

小 企 業*

小 企 業*

小 売 業*

製造業(重 イヒニ学)
金融 ・保険業

製 造 業
(重化学)*

小 売 業

製 造 業(軽)

製 造 業(軽)*

サ ー ビ ス職

技 能 職

技 能 職*

サ ー ビス職*

技 能 職*

販 売 職

初任給

順 位

6

4

1

5

2

3

提出期

日順位

2

4

5

3

1

6

*… …5%水 準で有意な対応が見られた。
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考察が可能であろう。

(1)工 業系の高校群は,大 規模重化学工業の技能職との対応が強い。 また給与条件は最も

良好である。需要の絶対量が少ないためか,技 術職との対応はそれほど明瞭でない。

② 農業系の高校群は,小 ～申規模軽工業の技能職との対芯が強い。給与条件は比較的良

好で,工 業系についでい る。 また,技 術職の求人も若干ある36)。

(3)近 隣地域の高校群は,技 術職を除 く各職種でまんべんなく求人 される。業種では軽工

業が最 も多 く,規 模は高校群中最:も小 さい,地 縁的実績関係に基づき,地 域の産業特性

を反映していると思われる。

㈲ 伝統普通科高校群では,重 化学工業技能職及び金融 ・保険業事務職 との対応が見 られ

る。企業の規模は大 きく,給 与条件はさほど悪 くないが,地 域性を超えた,有 力企業一

高校間の長年の個別的実績関係による安定した求人があるものと思われる。

(5)普 通科及び商業系の高校群(第1,第4因 子)は,サ ービス職,販 売職の比率が極め

て高 く,業 種では小規模小売業が多いのが特徴である。給与条件 も最 も悪い。 この傾向

表6析 出された因子*の 特徴(女 子)

第1因 子 第2因 子 第3因 子 第4因 子 第5因 子 第6因 子

因子媚 有側 ・… 5.4 4.7 3.1 3.1 2.5

因子の寄与剰 ・… 12.3 10.7 7.0 7.0 5.8

因子を特徴付

ける高校群

(因子負荷量:

0.5以 上)

因子の性格

A1**

A2

A3

A4

A5

A6

A7

A8

Ag

A10

All

A12

A13

A14

A15

A16

1

3

1

1

0

9

8

8

8

8

6

6

5

2

1

0

8

7

7

7

7

6

6

5

5

5

5

5

5

5

5

5

・遠隔地域

に立地

Bl

B2

B3

B4

B5

B6

B7

B8

Bg

B10

B11

9

0

9

7

6

2

9

7

6

1

9

8

8

7

7

7

7

6

6

6

6

5

・県南地域

に立地

1

2

3

4

PO

C

C

C

C

C

.82

.82

.82

.73

.64

業
的
高

商
統
子

立
伝
女

県
び
立

・
及
県
校

1

2

nδ

4

「0

6

D

D

D

D

D

D

.82

.77

.67

.66

.58

.56

・県西,や

や近接地域

に立地

El

E2

E3

E4

E5

E6

E7

E8

Eg

E10

Ell

E12

た だ し

0

9

9

4

2

1

0

9

8

3

2

2

7

6

6

6

6

6

6

5

5

5

5

5

E7=A8

E8零A14

・近隣地域

に立地

1

2

3

F

F

F

8

Q
V

ρり

8

ハ0

ハ0

・県立工業

高校

*バ リマツクス法による。
**男 子の場合の記号とは別個に記号を付してある。
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は特に人材供給実績の乏しい新設校群で著しい。この高校群は他の群と異 り,実 績主義

に基づいた積極的理由で選好 されているとは思われない。高校の側に積極的に選好され

る要素が殆どないからである。従ってこの対応関係はむしろ非実績的関係一 実績関係

の成立しない残余の部分同士の結合一 とい う見方をするのが妥当であろう。

〈女子の求人について〉

次に女子の表について析出された因子の特性を見ることにしよう(前 頁表6)。

男子の求人に関して詳細に見てきたので,女 子の場合は煩頂な紹介は避けて全体を概観 し

てい くことにする。表6を 一見してまず第1に 気付 くことは,男 子の場合に比して高校群の

特徴が不鮮明だとい うことであろう。第3,第6因 子を除 く4因 子は,地 域性以外に特徴ら
　 コ 　 　 　 コ 　 　 の 　 　 　 　

しい特徴を持たない。これは女子の求人に関して企業が学校を内容的に把えていない,と い

うことを意味していると考えられる。残る第3,第6因 子は,前 者が商業系 もしくは伝統的

女子校,後 者が工業系高校によってそれぞれ代表されている。

表7資 本金規模 ・業種 。職種別因子得点(女 子)

第1因 子 第2因 子 第・肝 陣 ・因子 第・因副 鄭 因子

資
本
金
規
模

剛(

業

種

職

種

1,000～2,000万

～4 ,000万

～5,000万

～1億

～10億

10億 ～

設
翻

売
懲

療

造

融

一

建

製

製

小

金

サ

医

療

務

売

能

スビ一

医

事

販

技

サ

因子を特徴付ける
高校群の平均初任
給(円)

求人票提出期日の
順位

.30

一
.12

一 。15

.27

一 。11

一
.11

一 。24

.35

.00

.07

一
.27

一
.23

.06

.11

一
.20

.30

.69

一 .08

93,755

4

一
.13

。00

一 ,07

.10

,40

一 。11

一
。11

一
.06

.25

.14

一
.11

一
.12

一 .07

一
.07

一 .10

.28

.38

.03

93,863

一
.25

.53

一 .08

.22

一 ,10

一 .02

.00

.03

一
。31

.32

.01

.00

.03

一
.15

.02

.17

一
.22

.49

94,677

3 2

.08

.13

一
.10

一 .04

.04

.03

一 。10

.18

.05

.07

一 .11

一
。06

一
.11

一
,12

一
.12

.12

.65

.20

94,247

1

一
.04

一
.02

一 .10

一 .03

。16

.56

一
。15

一
.06

.58

.02

.14

一
.10

一
.15

一
.15

一
,02

.13

.35

一 .17

91,782

5

.17

.16

.01

一 .25

一 。02

一 .03

一
.04

一
.09

一 .11

.26

一
.07

.02

.07

一
.08

.01

。39

一
.27

.00

101,825

6
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次に男子と同様,職 種,業 種別等の因子得点及び給与条件について見ることにしよう。

表7を 見ると,全 般に技能職の得点がかな り高いのに気付 く。例外は第3,第6因 子であ

る。ついで販売職の得点が高いが,こ れは例外な く全体に見られる傾向である。 もう少 し詳

しく見ると,女 子の場合,高 校群と企業との対応関係は,概 ね3分 されると判断できる。即

ち,中 ～大規模重化学工業或は運輸 ・通信業等の技術職と第2,第4,第5因 子を特徴付け

る高校群,小 売業の販売職,ま たはサービス職,事 務職に対店する第3,第6因 子の高校群,

そして小～中規模軽工業技能職に対応する第1因 子の高校群である。以上の結果を単表にま

とめると,表8の ようになる。

表8各 高校群と対応する求人企業群の特性比較(女 子)

第1因 子

第2因 子

第3因 子

第4因 子

第5因 子

第6因 子

高校群の特性

遠隔地域に立地

県南地域に立地

県立商業及び伝統的
県立女子高校

やや近接した地域に
立地

近隣校

工業高校

対応する求人企業群の特性

規 劇 業 種 職 種

小～中企業

中～大企業

小～中企業*

小 企 業

大 企 業*

製造業(軽)*

製造業(重 化学)

技能職 ・
販売職*

技能職 ・
販売職*

小売業* サ ー ビ ス職*

製造業(軽) 技能職*

製造:業(重化学)*技 能職

小 企 判 輔 業 販売職*

初任給

順 位

5

4

2

3

6

1

提出期

日順位

4

3

2

1

5

6

*……5%水 準で有意な対応が見られた。

この表から,女 子の対応関係を考察 してみよう。

(1}商 業系もしくは伝統的女子高群は,商 業関係の企業の販売,サ ービス,事 務の各職種

と関係が強い。これは奇妙なことに,工 業系の高校群でも同様に見られる傾向である。

女子の人気上位職種と,職 業人として教育内容に関係な く期待される職業高卒女子とが

対応したと考えられる。

(2)近 隣もしくはその周辺の高校群(第2,第4,第5因 子)は,重 化学工業,運 輸 ・通

信業の技能職と対応する。これらの高校は内容的には何ら傾向性を持たず,今 後の企業

内での熟練は期待されていない。実績関係があるとしても,員 数確保のため地域の近隣

性にのみ基づいた対応関係に過ぎないと考えられる。

(3}遠 隔地の高校群は,労 働集約的な軽工業の技能職と対応している。この第1因 子を代

表する高校群は,男 子の場合の新設普通 ・商業系と似かよった存在であると思われる。
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つまり,非 実績的関係である。

㈲ 全体を通して女子求人の場合に特に言えることは,男 子に比べて労働力の質をあまり

問われていない,と い うことであろう。このことは女子高卒労働力に企業が何を期待 し

ているか(ま たは期待していないか)を 如実に示していると言えよう。

3.調 査 結果の まとめ

新規高卒求職者の就職に至る過程の出発点であ り,最 も決定的な予備選考としての機能を

果たす,企 業による求人票の選択的配布の背後には,以 上見てきたような学校選好に関する

い くつかの傾向があることが判った。また,そ のようにして選ばれた高校群の各々には,そ

れぞれ異った企業類型,ま たは求人類型が対応することも判った。ただし,そ の全てを 「実

績関係」とい う概念で包括することは非常に危険である。とい うの も,男 子求人の第1因 子

校群がその代表であるが,卒 業生を出し始めたばか りで本来企業との問に実績関係を生 じて

いない筈の新設校群への求人 も,や はり傾向として析出されているからである。これをどう

:考えるべきだろうか。

この結果を理解するためには,高 卒労働市場を,全 体 として分化はしているが同質なもの

と把 えるのではなく,生 産能力への期待から積極的に選び出される部分と,員 数の確保のた

めにむしろ生産能力を度外視して選ばれる部分とにまず二極分解し,そ の上 で前 者の みが

「実績主義」の原理にのっとって組織化 されると把える方が,よ り現実的で有効であると思

われるのである。

尤も,こ の調査はA県B市 を中心とするごく限られた地域で行なわれたものであ り,そ の

第3次 産業に片寄った産業特性を考えあわせると,こ れで高卒労働市場の構造を全て理解し

たと言 う訳にはいかないことは言をまたない。今後,更 に異質の地域サンプルについて,こ

の調査研究の延長上に,よ り大規模で詳細な調査研究を積み重ねてい くことが必要となるで

あろ う。

終章 要約と課題

(1)我 が国労働市場の最 も特徴的な構造的特性 としては,若 年者優先雇用及びその帰結とし

ての新卒者一括採用の慣行をあげることができる。その歴史的出自はどうあれ,今 日その

慣行が若年者雇用の最 も一般的な形態 となっていることは事実である。

② 新卒者一括採用は,教 育と職業(学 校 と職場)の 間の時間的空白を無 くすことによって

若年労働力の摩擦的減少を防ぎ,ま た若年者の失業の危険を軽減している。
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(3)し かし,ま た一:方で新卒者一括採用は,企 業が若年求職者の生産能力を個別に正確に査

定することを困難にする。 とい うのも,い くつもの短期的職業経験を積み重ねることで若

年者が労働者 としての一般的資質を身につけ,そ の経歴から雇用者がその若年者の生産能

力を判断することのできる職探 し(jobsearching)の 期間が保障されないからである。

(4)今 日,雇 用すべき若年者の量と質とにかかわるこの ジレンマを,我 が国の企業は労働市

場を組織化することで,即 ち職務(job)の ハイアラーキーと求職者の属する諸集団のハ

イアラーキーとを組織的に結合することによって解決することに,一 定程度成功している。

求職者 自身の生産能力を査定するのではなく,彼 の属する集団を経験律に従って格付けす

ることにより,選 抜の精度 を高めているのである。

(5)組 織化の内容は,ま ず第1に,職 務ごとの特性によって類別された労働市場の大きな4

分節に対 し,新 卒 と非新卒,中 卒～大卒の別 といった指標で類別された労働力給源が,明

確な参入障壁を伴って対応しているとい うことである(外 的組織化)。

㈲ そして第2に,同 一の分節の内部に於いても,さ らに細分化された組織化が行なわれて

いるということである(内 的組織化)。

(7>内 的組織化は,市 場の広さと大きさ故にとりわけ新規高卒者に関して顕著に見られるが,

その際組織化の基準となるべき経験律が,高 校と企業 との間の 「実績関係」と呼ばれるも

のである。

(8)実 績関係に関する事例研究の結果,新 規高卒労働力需給は,長 期にわたる需給関係の蓄

積により労働力の質を保障する本来の意味での実績関係と,特 に生産性の低い労働力を採

用してしまう危険を広 く分散 させつつ可能な限 り量を確保する非実績関係の2類 型に大別

し得ることが判った。また前者,実 績関係は,そ の求められる生産能力の質により,職 務

と高校群とのい くつかの対応 ・結合関係に層化していることが判った。ただし,こ ういっ

た傾向は男子の場合顕著に見られるものの,女 子の場合にはあま り明確であるとは言えな

い。それは恐らく,女 子新卒労働力に対する企業の期待が,質 的な基準に拠 らず,量 的な

基準に主 として依拠していることを示していると考えられる。

{9)今 回の調査は,対 象地域の特性の影響を強 く受けているという点で一定の限界を持って

いる。その意味でこの調査結果はモノグラフに過ぎず,普 遍化のためにはい くつかの異っ

た地域のデータの分析 も行 なう必要があるであろう。

㈹ しかし今後,そ れにも増 して必要 とされるのは,技 術革新や産業権造の変化による雇用

戦略の変動,或 は単なる事業所進出といったことを契機に,新 たな実績関係がどのように

形成 され,ま たそれまでの関係がどのように解消されるのかについての時系列的分析であ

ろう。そうすることによって初めて,職 務と高校群との結合が結果 としてのみ存在するの

ではなく,企 業の雇用戦略上の意図によって作られているのだということが明らかになる
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だろ う。 これか らの重要 な課題 と したい。

※この論文の執筆にあたっては,本 学部教育社会学,教 育計画論両講座のスタッフ各位に

大変お世話になった。また分析上の貴重なア ドバイスを社会心理学講座の杉万助手より

頂いた。資料収集にあたっては,B市 公共職安,ト ヨタ財団研究助成金(代 表者東京大

学天野郁夫氏)の 援助を受けた。略記ながら以上の方々に心から感謝する。
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Cummings,W,K,E伽oσ ≠∫oπ醐4E¢ 鰯 吻 勿 ノ砂 伽,PrincetonUniversityPress,1980,友

田泰 正 訳 「ニ ッ ポ ンの 学校 」 サ イ マ ル出 版 会,1981年,297頁 。

田 中博 秀 「現 代雇 用論 」 日本 労 働 協 会,1980年,371頁 。

労働 省 職 業 安 定 局 「新 規学 卒 者 の労 働 市 場 」 昭和57年 度 版,1-2頁 。

こ の こ とは,国 際 的 に 比較 して み て も顕 著 に 見 る こ とが で き る。 例 え ばOECD,yo%漉 σηθ窺一

ρ10ッ〃3θη',1980,p.29.

Wi11iamson,0・E・,ル 勉漉 θ≠s碗4研07σ70乃 ∫6s,TheFreePress,1975,浅 沼 ・岩 崎 訳 「市 場 と

企 業 組 織 」 日本 評 論 社,1980年,129頁 。

Spence,M.,"Jobmarketsignaling,"Q観 プ'θ〃ッ ノoκプ%α1げEooπo祝 必3,Vo1.87 ,August,

1973,p.343.

Thurow,L,σ θπθ70ガπgIπ6¢ 観 〃'ッ,BasicBooks,1975,pp.75-128.

Osterman,P.,Gθ'伽gS'〃 ≠θ4:丁 加yo〃 劾 五α∂07ル 伽 海θ≠,MIT.1980,pp.15-50.

三 治重 信 は,若 年 労 働 力 の 中高 年 労 働 力 に 対 す る 優位 性 と して,「 適 応 性,能 力,年 功 賃 金 制 下,

及 び 終 身 雇 用 制 下 で の優 位 」 とい う4点 を あ げ て い る 。三 治 「日本 の雇 用 の展 開 過 程 」 労 務 行政 研

究 所,1964年,237-238頁 。

小 林 謙 一 「現 代 日本 の雇 用構 造 』 岩 波 書 店,1966年,は その 代 表 的 な もの で あ る。

氏 原 正 治 郎 「日本 労 働 問 題 研 究 」 東 大 出 版 会,1966年 。 特}こ421-425頁 。

Carnoy,M.,"Segmentedlabourmarkets,"inCarnoy(ed.),E4πoo'励 ,"07ゐ 佛4伽 μoッー

〃z6πかII,UNESCO,1980,pp.40-41。
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神代 「職業別労働市場分析の一視角」中村 ・西川編著 『現代労働市場分析」総合労働研究所,1980

年,87頁 。

同上,87頁 及び112頁 。

今田幸子 「日本人の職業経歴」r雇 用と職業」44号,1983年,9-10頁 。

学歴と職種との対応関係については,次 の論稿にその先駆的な分析を見ることができる。梶田叡一

「適性と進路」藤永 ・麻生編著 「能力 ・適性 ・選抜と教育』第一法規,1975年,66-73頁 。

拙稿 「新規大卒者の求人」扇谷他監修 「アルバイト白書」昭和57年 版,学 生援護会,1982年,73-

74頁 。

職業研究所 「事業所の採用選考に関する調査研究報告書」1981年,4-5頁 。

拙稿 「若年労働市場の組織化と学校」 「教育社会学研究」第38集,1983年,141-143頁 。

この調査にあたっては,昭 和56年 度文部省科研補助金ならびに トヨタ財団研究助成金の支給を受け

た(代 表者天野郁夫)。

養護学校,盲 ・聾唖学校などへの限定的な職種に関する求人を指す。

朝日新聞社 「民力」1982年 版による。

B公 共職業安定所資料,昭 和56年 度進路実績調査による。

前出拙稿 「若年労働市場の組織化と学校」144頁 。

共通性の反復推定により主因子解を求めた結果,全 体にどの因子も固有値が高 く,固 有値1.0以 上

の因子が男女とも10前後も抽出された。これは変数の数の多さによるものと思われる。しかし,そ

れらの因子の持つ具体的意味を考察してみると,分 散の説明率(寄 与率)5.0%以 下のものは極め

て内容が不明瞭であった。 そこで男女とも寄与率5。0%以 上の各々6因 子を有意な因子として取り

上げた。

高校に関する情報は,主 として次の2者 に拠った。労働省職業安定局監修 『全国高等学校便覧」昭

和58年 版,及 び,日 本 リクルー トセンター 「高校総覧」昭和58年 版である。

技術職として分類してあるが,そ の大半は建築 ・土木業の現場監督である。特に専門的技能は要求

されないが,分 類上は技術職とされる。
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ARESEARCHONTHESTRUCTURE

OF.GRADuATES'LABORMARKET

MasayaIWANAGA

SinceJ.C.Abbeglen's"丁 加 ノ⑳oπ θsθFσo≠02プ'(1958)waspublished,ithas

generallybeensaidthatJapaneselabormarketshaveseveralconventionalin-

stitutio且ssuchas"1ifetime.employmeht."("5伽s雇 π一々 の20")or``rankingbyseniority

system"("%θ 嬬o-36ゴ'り..Recently,however,ithasbecometobe.realizedthat

similarinstitutionsareobservedinotherwesterRcapitalistcountries.

Neverthelesstherestillremainsanuniquefeatureofemploymentcalled"collec-

tiverecruitmentsystemofschoolgraduates".MostJapa.nesecompaniesusually

employschoolgraduatesimmediatelyaftergraduationfromschool.Thereforein

Japaneselabormarketsthenumberofso-called"firstjobseekers"isverysmal1.

Thissystemminimizesthe"gap"betweenschoolsandwork,sobusinesscom-

paniescansecureenoughemployeestheyneed,andschoolgraduatescanalso

avoidtherisktobeunemployed.

Butforcompanies,itwouldbebettertohireworkerswhoseproductivityand

potentialshadalreadybeentestedthroughtheirpreviousjobexperiences.Under

thesystem.ofcollectiverecruitment,however,Japanesecompaniescannotadopt

suchaprocedure.Thenhowdocompaniesevaluatetheproductivitiesandpoten-

tialsofschoolgraduateswithoutexamillingtheirjobexperiences?

Japanesecompanies(especiallybigones)resolvethisdilemmathroughorganiz_

inglabormarketsillthedua1(outer/inner)dimensions.First,the"outer"di-

mensionmeansthesegmentationofthelabormarketrigidlycombinedwithedu-

cationalattainmentofschoolgraduates.MakingreferencetoUjihara(1966),

Carnoy(1980)andK6shiro(1980),IhavedividedJapaneselabormarketroughly

infoursegments;(1)functionalorparticularskillssegment,(2)upPerkey

employeessegment,(3)lowerkeyemployeessegmentand(4)freeentrance

segment。Secondly,the"inner"dimensionisthecombinationofhierarchiesof

jobsandschoolswithinonesegment.Thatistosayitisalinkageofsome

schoolsofacertainleveltosomeparticularlobs.The"inner"dime且sionof

orga且izationwouldbegenerallyobservedinthesecondandthethirdsegments,

Whilethe"outer"dimensionoforganizati.onisclearlyobservedanywhere,the

"inner"oneisnotalwaysvisible
.SoIhavefocusedollthis"inner"dimension

andcollecteddataonthehighschoolgraduates'1abormarketwithinonejuris-

dictionofapublicemploymentofficein、4-prefecture.Throughthefactoranaly一
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sis,Ihavefoundsomeinterestingfactsasfollows:

(1)Therearetwotypesofdemandsforhighschoolgraduates;thefirstoneis

thedemandinwhichcompaniesmakemuchofquantityoflabor,thesecond

oneisthedemandinwhichcompaniesmakemuchoflabor'squalitiesorrather

thanquantity.

(2)Thefirstgroup,thehighschoolswhichcorrespondwiththequantitative

demands,isofratherrecentfoundationandischaracterizedbytheirηoη 一

vocationaieducation.Thesecondgroupofhighschoolsgenerallyhaslongtra-

ditions,andahalfofthemhasvocationalcourses.Besidestheycanbefurther

dividedinseveralsub-groupscorrespondingwiththehierarchyofjobswhich

theirgraduatescanconstantlyget(malegraduatesonly).

(3)Itshouldbenoted,however,thatthosefeaturesarenotnecessarilyobserved

infemalegraduatesemployment.Iconsiderthatisbecausefemalehighschool

graduateswouldbeexpectednoparticularskillsortechnicsaslaborers,but

theirloyaltyordiligence.


